
近年の佐倉市からの佐倉市社会福祉協議会への人件費補助の推移（2014年5月23日 内野光子作成） 

年度・決算or 

予算 

経常経費補

金収入総額 

人件費補助

（内訳） 

人件費補助以外の補助金収入 社協への人件費補助に 

ついての監査結果 

補助金チェックの経過 

22年度決算 

2010年 

10021.7万 

委託金： 

8728.7万 

9300.0万 

15名 

（＋嘱託職員

16名＋非常勤

職員） 

補助金収入総額には、 

市からの 

（社協独自）事業費補助金196.7万 

県社協からの補助金525.0万を含む 

別費目：共同募金配分金2538.9万 

会費2213.4万 

2007年：抜本的な法人経営の見

直しと市および法人職員の意識

改革による体質改善、経営検討委

員会の開催が不可欠 

1996年：「新行財政改革システム推進大綱」に

より、2003 年 3 月末日をもってすべての補助

金の終期とし、白紙とすると決定 

 

2001年5月：「行政改革推進本部」設置、行政

改革実施計画策定、再点検と適正化を目標とす

ることに 

2002年12月：補助金終期を1年延長。第三者

機関「補助金検討委員会」設置 

2003年：補助金検討委員会提言、全 136件の

うち、交付維持95。期限限定5、統合5、抑制

25、廃止10件などを検討 

2003～2005年：補助金検討委員会、評価検討、

交付基準策定。以降3年ごとの見直しをするこ

とに 

2008年：「行政活動成果評価懇話会」意見書で、

全 126件のうち 1000万円以上の 21件を調査

検討。指摘された問題点は改善、予算に反映す

ることに 

 

2011 年 12 月：補助金検討委員会、「現状と課

題、今後の在り方について意見書」提出。全119

件点検、公益性の低い23件のヒアリング実施。

補助事業制度、交付基準の再検討、情報開示に

よる透明性確保を提言 

23年度決算 

2011年 

10005.7万 

委託金： 

8794.0万 

9300.0万＊ 

18 名（＋13

＋？） 

市からの事業費補助金185.7万 

県社協からの補助金525.0万を含む 

別費目：共同募金配分金2226.2万 

会費2276.8万 

2011 年：抜本的な法人運営の見

直し及び市社協役職員の意識改

革による体質改善、先進他市の参

考が不可欠 

24年度決算 

2012年 

9372.6万 

受託金収入 

8921.4万 

8433.4万 

＊＊ 

17 名（＋16

＋？） 

市からの事業費補助金419.2万 

県社協からの補助金525.0万を含む 

別費目：共同募金配分金2394.6万 

会費2266.9万 

2012年：人件費分については、

関係部署等と協議し、職務内容・

社会情勢に考慮し、検討を要し、

補助金の内容・職員給与の情報公

開を要す 

25年度予算 

（補正後） 

2013年 

10335.3万 

受託金収入 

130906.5万 

7415.4万 

17 名（＋15

＋） 

市からの事業費補助金478.5万 

共同募金配分金2241.4万を含む。 

別費目：会費2300.0万 

人件費の算定資料には、委託事業

に係る人件費が含まれているこ

とから、対象経費の見直しが必要 

26年度予算 

（当初） 

2014年 

6664.7万 

20294.3万． 

3935万 

15名（＋18 

＋非常勤職員

88） 

市からの事業費補助金410万 

共同募金配分金2319.2万を含む。 

別費目：会費2335.0万 

 

＊23年度人件費総額のうち県社協補助金委託金760万／自主財源8324.4万（「社協さくら」2012年12月1日号「人件費の資金源」） 

＊＊24年度人件費総額のうち県社協補助金委託金 780万／自主財源9295.6万（「社協さくら」2013年 12月 1日号「人件費の資金源」）「社協さくら」の各号より作成したが、以

下は、社協総務班への問い合わせで判明した。①25年度26年度の数字、22~24年度事業費補助金額 ②職員数は、毎年4月1日付、常勤職員の内訳正規職員並びに嘱託職員の数 

③経理基準の変更により、佐倉市は平成25年度より「共同募金配分金」が「経常経費補助金収入」に入れることになり、「県社協からの補助金」は「受託金」に繰り入れることに

なった。全国的には、平成25~27年度は、移行期にあたる④25年度までは、市からの委託事業の人件費が市からの人件費補助金の中に繰り入れられていたが、26年度より、委託

事業内の人件費となり、市からの人件費補助金からはずされた 


